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平成 19 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（連結） 

平成 18 年 8 月 11 日 
上場会社名 株式会社トラスト （コード番号：3347 東証マザーズ） 
（ＵＲＬ http://www.trust-ltd.co.jp/ ）   
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長 西山 勝晃 ＴＥＬ：（052） 219  ― 9058    
              責任者役職・氏名 管理部長    森 真紀子 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 
④ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開
示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19 年 3 月期第 1 四半期財務・業績の概況（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19 年 3 月期第 1四半期 1,097   ― 178   ― 176   ― 97   ― 

18 年 3月期第 1四半期 ―   ― ―  ― ―  ― ―  ― 

(参考)18 年 3 月期 5,044 672 692 377 

 

 １株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

19 年 3 月期第 1四半期 355  70 355  60 

18 年 3 月期第 1四半期 ―  ― ―  ― 

(参考)18 年 3 月期 1,346 28 1,339 65 

 (注)前第３四半期より連結決算を行っているため、18年3月期第1四半期の数値は記載しておりません。また、
前年同期との比較は行っておりません。 

 
［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

 当第１四半期における世界経済は、中東情勢の悪化が進むなか、米国経済の減速感及び原油価格の高

騰の長期化等により不安定な状況となりました。国内経済は引き続き企業による設備投資や個人レベル

においての消費の増加等により緩やかな成長が見られました。 

 当第１四半期におきましては主力エリアであるアフリカのザンビア共和国の首都ルサカ市のショッピ

ングモールにインターネットカフェスタイルのショップ（＠ショップ）をオープンし更なるカスタマー

サービスの充実を図ると共に宣伝広告を行い販売拡大に努めてまいりました。 

 この店舗はオープン以来非常に好調で現地のテレビ・新聞・ラジオにも取り上げられ話題を呼んでお

ります。販売も好調に推移し、利益率も高い為、このようなショップを今後、フランチャイズ展開も含

めアフリカの近隣諸国や中南米・カリブ諸島にも拡大しようと考えております。 

しかしながら、当第１四半期は国内の販売員確保、宣伝広告再開、及びショップのオープンが当四半期

後半になった為、売上高に影響が出る結果となりました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は 1,097 百万円、経常利益は 176 百万円、当第１四

半期純利益は 97 百万円となりました。 
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 なお、当第 1 四半期連結会計期間は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析
は行っておりません。 
 
(2) 連結財政状態の変動状況 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり 

純 資 産 
 百万円 百万円 ％  円    銭 

19 年 3 月期第 1四半期 3,668 3,126 85.2 11,444  56 

18 年 3 月期第 1四半期  ― ― ― ― 

(参考)18 年 3 月期 3,907 3,092 79.1 11,291 70 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年 3 月期第 1四半期 △256 △17 △50 1,015 

18 年 3 月期第 1四半期 ― ― ― ― 

(参考)18 年 3 月期 264 △1,699 △522 1,347 

 
［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 
 当第 1 四半期連結会計期間末における財政状態は総資産 3,668 百万円、負債 541 百万円、資本 3,126

百万円となりました。 

 また、当第 1 四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は 1,015 百万円とな

りました。 

 なお、当第 1 四半期連結会計期間は、連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析

は行っておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第 1 四半期において営業活動により使用した資金は、256 百万円となりました。これは主に法人税

等の支払額 160 百万円ほか、在庫車両の充実を図ったことによるたな卸資産の増加 80 百万円及び顧客か

らの受注の減少に伴う前受金の減少等によるその他流動負債の減少 181 百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第 1四半期において投資活動により使用した資金は、17 百万円となりました。これは主に社宅とし

て使用していた固定資産の売却による収入 33 百万円及びリース料の受取による収入 28 百万円等があり

ましたが、有価証券の取得による支出 99 百万円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第 1四半期において財務活動により使用した資金は、50 百万円となりました。これは主に配当金の

支払額 33 百万円によるもの及び自己株式の取得による支出 18 百万円によるものであります。 

 
３．平成 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 2,833 437 258 

通     期 5,761 852 502 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    1,840 円  91 銭 
 
［業績予想に関する定性的情報等］ 

 当社を取り巻く環境といたしましては、南アフリカ共和国において現地最大手輸送会社との提携が完

了し車両を安心、確実にお客様の元へお届け出来るようになりました。又、今後考え得る規制の変更に

も影響されない販路を確保する事が出来ました。 
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 更に前期から取り組んでまいりました台当り利益の向上及び車両管理、顧客管理システムの構築がほ

ぼ完了したことにより第２四半期以降の拡販体制が整い、今後は web サイトの販売に加え、現地店舗に

おいての対面販売強化、地域に密着した顧客への細やかなフォロー、販売後のアフターサービス、既納

客への積極的な代替のアプローチなどを行い第２四半期以降の売上高の増加につなげてまいります。 

以上により平成 19 年 3 月期の連結業績予想について、平成 18 年 5 月 12 日発表いたしております数値

からの変更はありません。 

 
※上記の業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものです。実際の業績はさまざまな要因によりこれらの

業績予想とは大きく異なる可能性があります。 
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４．四半期連結財務諸表 
（1）四半期連結貸借対照表 

  
当第１四半期連結会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  616,218  749,187

２ 売掛金  83,870  88,258

３ 有価証券  498,678  598,797

４ たな卸資産  471,965  398,954

５ その他  197,026  160,874

    貸倒引当金  △5,952  △1,083

流動資産合計  1,861,806 50.8  1,994,989 51.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１ 74,048  111,797

２ 無形固定資産  38,917  41,386

３ 投資その他 

  の資産 
 

 

 (1)投資有価証券  665,060 669,065 

 (2)船舶 ※２ 1,009,573 1,073,229 

  (3)その他  21,389 20,108 

   貸倒引当金  △2,700 1,693,323 △2,700 1,759,704

固定資産合計  1,806,289 49.2  1,912,888 49.0

資産合計  3,668,096 100.0  3,907,878 100.0
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当第１四半期連結会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  45,812  33,232

２ 未払法人税等  58,036  160,190

３ 前受金  373,973  529,648

４ 賞与引当金  2,521  10,527

５ その他  60,696  81,311

流動負債合計  541,039 14.8  814,910 20.8

Ⅱ 固定負債   

１ 役員退職慰労 

  引当金 
 

906  687

固定負債合計  906 0.0  687 0.0

負債合計  541,945 14.8  815,597 20.8

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  ― ―  1,349,000 34.5

Ⅱ 資本剰余金  ― ―  1,174,800 30.0

Ⅲ 利益剰余金  ― ―  1,039,265 26.6

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
 

― ―  201 0.0

Ⅴ  為替換算調整勘定  ― ―  11 0.0

Ⅵ 自己株式  ― ―  △470,997 △12.0

資本合計  ― ―  3,092,280 79.1

負債及び資本合計  ― ―  3,907,878 100.0
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当第１四半期連結会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(純資産の部)  

Ⅰ 株主資本  

 １ 資本金  1,349,000 36.8 ― ―

 ２ 資本剰余金  1,174,800 32.0 ― ―

 ３ 利益剰余金  1,079,379 29.4 ― ―

 ４ 自己株式  △475,070 △12.9 ― ―

  株主資本合計  3,128,108 85.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等  

 １ その他有価証券

   評価差額金  △2,181 △0.1 ― ―

 ２ 為替換算調整勘

   定  223 0.0 ― ―

  評価・換算差額等

  合計  △1,957 △0.1 ― ―

 純資産合計  3,126,150 85.2 ― ―

 負債及び純資産合計  3,668,096 100.0 ― ―
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（2）四半期連結損益計算書 

  

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 1,097,357 100.0  5,044,892 100.0

Ⅱ 売上原価 747,239 68.1  3,598,460 71.4

   売上総利益 350,118 31.9  1,446,431 28.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 171,646 15.6  773,520 15.3

   営業利益  178,471 16.3  672,911 13.3

Ⅳ 営業外収益   

 １ 受取利息  58 1,657 

 ２ 受取配当金  2,043 940 

 ３ 受取リース料  46,900 41,267 

 ４ 前受金整理収入  8,153 29,305 

 ５ 為替差益  ― 11,156 

 ６ その他  2,965 60,121 5.4 12,853 97,181 1.9

Ⅴ 営業外費用   

 １ 減価償却費  43,016 44,158 

 ２ たな卸資産評価損  ― 19,596 

 ３ 為替差損  17,501 ― 

 ４ その他  1,189 61,706 5.6 13,758 77,512 1.5

   経常利益  176,885 16.1  692,580 13.7

Ⅵ 特別利益   

 １ 固定資産売却益 ※３ 2,824 ― 

 ２ 役員退職慰労引当金 

   戻入額 
 

62 2,887 0.3 3,273 3,273 0.0

Ⅶ 特別損失   

 １ 固定資産売却損 ※４ 4,560 ― 

 ２ 固定資産除却損 ※２ 41 2,400 

 ３ 契約解約金  ― 50,666 

 ４ 貸倒引当金繰入額  5,540 ― 

 ５ その他  ― 10,143 0.9 607 53,674 1.0

   税金等調整前第１ 

   四半期(当期)純利益 
 

169,630 15.5  642,179 12.7

   法人税、住民税 

   及び事業税 
 

56,284 274,857 

   法人税等調整額  15,988 72,272 6.6 △10,624 264,233 5.2

   第１四半期(当期) 

   純利益 97,357 8.9  377,946 7.5
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（3）四半期連結株主資本等変動計算書 
当第１四半期連結会計期間(自 平成 18 年４月１日至 平成 18 年６月 30 日) 

株主資本 評価・換算差額等 

 
資本金 

資本剰余

金 

利益剰余

金 
自己株式

株主資本

合計 

その他

有価証

券評価

差額金

為

替

換

算

調

整

勘

定 

評価・

換算差

額等合

計 

純資産合

計 

前連結会計

年度末残高

（千円） 

1,349,000 1,174,800 1,039,265 △470,997 3,092,067 201 11 212 3,092,280

当第１四半

期連結会計

期間変動額 

     

剰余金の配

当 
  △41,025 △41,025    △41,025

役員賞与   △4,000 △4,000    △4,000

当第１四半

期純利益 
  97,357 97,357    97,357

自己株式の

処分 
  △12,218 14,718 2,500    2,500

自己株式の

買受け 
  △18,791 △18,791    △18,791

株主資本以

外の項目の

当第１四半

期連結会計

期間変動額

（純額） 

  △2,383 212 △2,170 △2,170

当第１四半

期連結会計

期間変動額

合計（千円） 

  40,113 △4,072 36,041 △2,383 212 △2,170 33,870

当第１四半

期連結会計

期間末残高

（千円） 

1,349,000 1,174,800 1,079,379 △475,070 3,128,108 △2,181 223 △1,957 3,126,150
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（4）四半期連結剰余金計算書 

  

前連結会計年度の連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,167,300

Ⅱ 資本剰余金増加高 

 １ 新株予約権の権利行使による増加額 7,500 7,500

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,174,800

 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 729,356

Ⅱ 利益剰余金増加高 

 １ 当期純利益 377,946 377,946

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１ 配当金 67,022

２ 役員賞与 1,015

（うち監査役賞与金） (―) 68,037

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,039,265
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（5）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  
当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号

 
金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益  169,630 642,179

２ 減価償却費  49,692 64,497

３ 貸倒引当金の増加額  4,868 1,083

４ 賞与引当金の増加額(△減少額)  △8,006 1,445

５ 受取利息及び受取配当金  △2,102 △2,598

６ 受取リース料  △46,900 △41,267

７ 為替差損  8,213 5,329

８ 役員退職慰労引当金の増加額 
  (△減少額) 

 218 △2,887

９ 有形固定資産除却損  41 2,400

10 たな卸資産評価損  4,455 19,596

11 売上債権の減少額(△増加額)  257 △12,954

12 たな卸資産の減少額(△増加額)  △80,056 134,337

13 その他流動資産の増加額  △44,067 △81,124

14 仕入債務の増加額(△減少額)  12,580 △53,536

15 未収消費税等の減少額(△増加額)  △4,782 14,039

16 その他流動負債の減少額  △181,460 △188,627

17 役員賞与の支払額  △4,000 △1,015

18 その他  6,178 10,232

小計  △115,238 511,132

19 利息及び配当金の受取額  19,315 13,087

20 法人税等の支払額  △160,567 △259,462

営業活動によるキャッシュ・フロー  △256,490 264,757
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当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

 
金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

     １ 有価証券の償還による収入  ― 50,000 

２ 有形固定資産の取得による支出  △1,993 △22,054 

３ 有形固定資産の売却による収入  33,738 ― 

４ 無形固定資産の取得による支出  ― △1,653 

５ 投資有価証券の取得による支出  △99,800 △632,760 

６ 賃貸用船舶の取得による支出  ― △1,117,350 

７ 貸付けによる支出  ― △678 

８ 貸付金の回収による収入  180 658 

９ リース料の受取による収入  28,635 28,334 

10 その他  21,481 △3,765 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △17,757 △1,699,270 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 新株予約権の権利行使による収入  ― 15,000 

２ 配当金の支払額  △33,726 △66,528 

３ 自己株式の取得による支出  △18,791 △470,997 

４ 自己株式の処分による支出  2,500 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △50,017 △522,526 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △8,623 △5,343 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △332,889 △1,962,383 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,347,985 3,310,369 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,015,096 1,347,985 
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（6）注記事項等        
四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数及び連結子会社

の名称 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

AMANA SHIPHOLDING S.A. 

 

 

 

 

(2)投資事業有限責任組合等の連結

の範囲に関する取扱い 

 連結会社の投資事業有限責任組

合等に対する出資のうち、投資割合

が過半数を超える投資事業有限責

任組合等が１ファンドありますが、

連結会社は当該投資事業有限責任

組合等の業務執行にまったく関与

することができず、実質的に支配し

ていないと認められるため、当該投

資事業有限責任組合等は子会社と

して取り扱っておりません。 

(1) 連結子会社の数及び連結子会社

の名称 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

AMANA SHIPHOLDING S.A. 

AMANA SHIPHOLDING S.A.は船舶取

得の目的から平成17年11月21日

に設立いたしました。 

 

(2)投資事業有限責任組合等の連結

の範囲に関する取扱い 

 同左 

２ 持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はありません。 

 

(2)投資事業有限責任組合等の持分

法の適用に関する取扱い 

 連結会社の投資事業有限責任組

合等に対する出資のうち出資割

合が100分の20以上、100分の50

以下である投資事業有限責任組

合等が１ファンドありますが、

連結会社は当該投資事業有限責

任組合等の業務執行にまったく

関与することができず、実質的

に重要な影響を与えることがで

きないと認められるため、当該

投資事業有限責任組合等は関連

会社として取り扱っておりませ

ん。 

(1)同左 

 

 

(2)投資事業有限責任組合等の持分

法の適用に関する取扱い 

 同左 

３ 連結子会社の決算日等に関

する事項 
連結子会社の第１四半期決算日は 

第１四半期連結決算日と一致して

おります。 

連結子会社の事業年度の決算日は

連結決算日と一致しております。 
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項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    時価のあるもの 

      第１四半期末日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

      なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

 

 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく

時価法 

      (評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

      同左 

 

 (2) たな卸資産 

① 商品 

    個別法による原価法 

② 貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法 

 

(2) たな卸資産 

① 商品 

    同左 

② 貯蔵品 

    同左 

 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    定率法 

    なお、耐用年数及び残存価格に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

    ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

 

(1) 有形固定資産 

    同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

    なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

  ただし、ソフトウエア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)による定額

法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

  同左 
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項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

 (3) 投資その他の資産 

船舶については定額法を採用して

おります。なお、耐用年数及び残

存価格については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によって

おります。 

 

(3) 投資その他の資産 

 同左 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に

充てるため、支給見込額のうち当

第１四半期負担額を計上してお

ります。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充

てるため、支給見込額を計上してお

ります。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

取締役及び監査役に対する退職

慰労金の支給に備えるため、役員

退職慰労金規程に基づく第１四

半期末要支給額を計上しており

ます。 

 

(3) 役員退職慰労引当金 

取締役及び監査役に対する退職慰

労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

(4) 連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の財

務諸表の作成にあたって

採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

 

外貨建金銭債権債務は、第１四半期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含め

ております。 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 

(5) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を採用しております。 

 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 該当事項はありません 

 

同左 

(7) その他第1四半期連結財務

諸表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

５ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投

資からなっております。 

同左 

 

注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 56,446千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 56,351千円 

※２ 投資その他の資産（船舶）の 

   減価償却累計額        86,565千円 

※２ 投資その他の資産（船舶）の 

   減価償却累計額        44,120千円 

 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

※１販売費及び一般管理費の主なもの 

  給料手当 58,777 千円

  賞与引当金繰入額 2,521 千円

  賃借料 22,010 千円

  役員退職慰労引当金繰入額 281 千円

 
 

※１販売費及び一般管理費の主なもの 

  給料手当 257,047 千円

  貸倒引当金繰入額 1,083 千円

  賞与引当金繰入額 10,527 千円

  賃借料 113,244 千円

    役員退職慰労引当金繰入額 386 千円

  支払手数料 89,249 千円
 

※２固定資産除却損の内訳 

  建物 15 千円

  工具器具及び備品 26 千円
 

※２固定資産除却損の内訳 

  工具器具及び備品 2,400 千円
 

※３固定資産売却益の内訳 

  土地 2,824 千円 

――――――――――――― 

※４固定資産売却損の内訳 

  建物 4,560 千円 

――――――――――――― 
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（四半期連結株主資本等変動計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

  １発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前連結会計年

度末発行済株

式数(株) 

当第１四半期

連結会計期間

増加数(株) 

当第１四半期

連結会計期間

減少数(株) 

当第１四半期

連結会計期間

末株式数(株) 

摘要 

発行済株式    

普通株式 281,500 ― ― 281,500  

合計 281,500 ― ― 281,500  

自己株式    

普通株式 8,000 594 250 8,344 (注) 

合計 8,000 594 250 8,344  

 （注） 変動事由の概要 

増加数 当社による自己株式の買受け 594株

減少数 新株予約権の行使に係る自己株式の処分 250株

 

 ２新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 
新株予約権の内

訳 

新株予約

権の目的

となる株

式の種類

前連結会

計年度末

当第１四半

期連結会計

期間増加

当第１四半

期連結会計

期間減少

当第１四半

期連結会計

期間末 

当第１四半

期連結会計

期間末残高

（千円）

摘要

平成15年10月16

日発行決議新株

予約権（ストック

オプション） 

普通株式 250 ― 250 ― ― (注)1

平成17年 

7月15日発行決議

新株予約権（スト

ックオプション） 

普通株式 500 ― ― 500 ― (注)2
提出会社 

（親会社） 

平成17年7月15日

発行決議新株予

約権（第三者割

当） 

普通株式 4,500 ― ― 4,500 ―

 (注)１ 平成15年10月16日発行決議新株予約権（ストックオプション）の当第１四半期連結会計期間減少は新株

予約権の行使によるものであります。 

   ２ 平成17年7月15日発行決議新株予約権（ストックオプション）は権利行使日の初日が未到来であります。

 

 ３配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

の金額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日

定時株主総会決議
普通株式 41,025千円 150円 平成18年３月31日 平成18年６月28日
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の第１四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 616,218千円

有価証券勘定（MMF） 398,878千円

計 1,015,096千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 749,187千円

有価証券勘定（MMF） 598,797千円

計 1,347,985千円
 

 

（リース取引関係） 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

 

 船舶 

取得価額 1,096,139千円

減価償却累計額 86,565千円

期末残高 1,009,573千円

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 206,439千円

１年超 800,700千円

合計 1,007,139千円

 

③当期の受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

 

受取リース料 46,900千円

減価償却費 43,016千円

受取利息相当額 18,264千円

 

④利息相当額の算定方法 

 利息相当額の算定方法は、リース料総額と見積残存価

額の合計額からリース物件の購入価額を控除した額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

 

 船舶 

取得価額 1,117,350千円

減価償却累計額 44,120千円

期末残高 1,073,229千円

 

②未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 201,016千円

１年超 873,716千円

合計 1,074,733千円

 

③当期の受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

 

受取リース料 41,267千円

減価償却費 44,158千円

受取利息相当額 12,932千円

 

④利息相当額の算定方法 

 利息相当額の算定方法は、リース料総額と見積残存価

額の合計額からリース物件の購入価額を控除した額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 
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（有価証券関係） 

当第１四半期連結会計期間 (自  平成18年４月１日  至  平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（千円） 

四半期連結貸借対照表

日における四半期連結

貸借対照表計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1)株式 270 925 655 

(2)債券 99,800 99,800 ― 

(3)その他 511,260 506,939 △4,321 

合計 611,330 607,664 △3,666 

 

２ 時価評価されていない有価証券 

種類 
四半期連結貸借対照表日における 
四半期連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券 

ＭＭＦ 398,878

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資 

157,195

合計 556,074

 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照表日にお

ける四半期連結貸借対

照表計上額（千円） 

差額 

（千円） 

(1)株式 270 909 639 

(2)その他 511,260 510,960 △300 

合計 511,530 511,869 338 

 

２ 時価評価されていない有価証券 

種類 
連結貸借対照表日における 
連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券 

ＭＭＦ 598,797

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資 

157,195

合計 755,993

 

（デリバティブ取引関係） 

 当第１四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日) 

  当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日) 

  当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当第１四半期連結会計期間(自 平成 18 年４月１日至 平成 18 年６月 30 日) 

 当社グループは中古車輸出関連事業を単一事業としているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日至 平成 18 年３月 31 日) 

 当社グループは中古車輸出関連事業を単一事業としているため、記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成 18 年４月１日至 平成 18 年６月 30 日) 

全セグメントにおける本邦の占める割合が 90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日至 平成 18 年３月 31 日) 

 全セグメントにおける本邦の占める割合が 90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

 

【海外売上高】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成 18 年４月１日至 平成 18 年６月 30 日) 

 アフリカ 中南米 オセアニア アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 734,525 196,540 140,502 6,088 13,134 1,090,791

Ⅱ 連結売上高（千円）  1,097,357

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
66.9 17.9 12.8 0.6 1.2 99.4

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりです。 

アフリカ地域・・・・ザンビア共和国、モザンビーク共和国、ジンバブエ共和国等 

中南米地域・・・・・バハマ国、セントビンセント・グレナディーン諸島、スリナム共和国等 

オセアニア地域・・・ニュージーランド、ソロモン諸島、パプアニューギニア独立国等 

ヨーロッパ地域・・・グルジア、イングランド等 

アジア地域・・・・・ロシア連邦（ウラジオストク）、東ティモール民主共和国等 

前連結会計年度(自 平成 17 年４月１日至 平成 18 年３月 31 日) 

 アフリカ 中南米 オセアニア アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 2,737,622 1,117,478 808,379 61,039 250,340 4,974,860

Ⅱ 連結売上高（千円）  5,044,892

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
54.3 22.1 16.0 1.2 5.0 98.6

 (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は以下のとおりです。 

アフリカ地域・・・・ザンビア共和国、モザンビーク共和国、ジンバブエ共和国等 

中南米地域・・・・・バハマ国、セントビンセント・グレナディーン諸島、スリナム共和国等 

オセアニア地域・・・ニュージーランド、ソロモン諸島、パプアニューギニア独立国等 

ヨーロッパ地域・・・グルジア、イングランド等 

     アジア地域・・・・・ロシア連邦（ウラジオストク）、東ティモール民主共和国等
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（１株当たり情報） 

項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 11,444円56銭 11,291円70銭

１株当たり第１四半期（当期）純

利益 
355円70銭 1,346円28銭

潜在株式調整後１株当たり第１

四半期（当期）純利益 
355円60銭 1,339円65銭

（注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

項目 

当第１四半期連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の第１四半期

（当期）純利益（千円） 
97,357 377,946

普通株式に係る第１四半期（当期）

純利益（千円） 
97,357 373,946

普通株式に帰属しない金額の主要

な内訳（千円） 

 利益処分による役員賞与金 ― 4,000

普通株式に帰属しない金額（千円） ― 4,000

普通株式の期中平均株式数（株） 273,708 277,761

潜在株式調整後１株当たり第１四

半期（当期）純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 

 新株予約権 77 1,376

普通株式増加数（株） 77 1,376

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり第１四半期

（当期）純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の数

5,000個） 

新株予約権２種類（新株予約権の数

5,000個） 

 

（7）事業部門別売上高 

   当社グループは中古車輸出関連事業を単一事業としているため、記載を省略しております。なお、

販売地域別売上高につきましては、｢19 年 3 月期第 1 四半期財務・業績の概況（個別）｣に記載して

おります。 

 



 

1  

平成 19 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（個別） 
    平成 18 年 8 月 11 日 

上場会社名 株式会社トラスト （コード番号：3347 東証マザーズ） 
（ＵＲＬ http://www.trust-ltd.co.jp/ ）   
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長 西山 勝晃 ＴＥＬ：（052） 219 ― 9058   
              責任者役職・氏名 管理部長    森 真紀子 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 
③ 会計監査人の関与 ： 有 

   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19 年 3 月期第 1 四半期財務・業績の概況（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日） 
(1) 経営成績の進捗状況 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19 年 3 月期第 1 四半期 1,097 △21.7 178  △4.1 183 △4.0 103  △7.7

18 年 3 月期第 1 四半期 1,401   22.7 186   22.7 191  25.4 112   41.1

(参考)18 年 3 月期 5,044 673 705 391 
 
 １株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭 

19 年 3 月期第 1 四半期 379  82 

18 年 3 月期第 1 四半期 402 40 

(参考)18 年 3 月期 1,394 02 
 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 
 
(2) 財政状態の変動状況 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり 

純 資 産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19 年 3 月期第 1 四半期 3,687 3,145 85.3 11,516    46

18 年 3 月期第 1 四半期 4,390 3,310 75.4 11,823  33

(参考)18 年 3 月期 3,921 3,105 79.2 14,322   22 
 
３．平成 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 2,833 449 274 

通     期 5,761 857 515 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）1,889 円 01 銭 
 
４．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

        中間期末 期末  年間 
18 年 3 月期  100 150  250 

19 年 3 月期（実績） ― ―  ― 

19 年 3 月期（予想） 100 100  200 
(注)配当支払開始日 未定 
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５．四半期財務諸表 
（1）四半期貸借対照表 

  
前第１四半期会計期間末

(平成17年６月30日現在)

当第１四半期会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  3,170,736 616,144  732,716 

２ 売掛金  66,885 83,870  88,258 

３ 有価証券  ― 498,678  598,797 

４ たな卸資産  703,180 471,965  398,954 

５ 未収消費税等 ※２ 37,459 25,736  20,954 

６ その他  246,315 323,231  299,751 

  貸倒引当金  ― △5,952  △1,083 

流動資産合計   4,224,576 96.2 2,013,675 54.6  2,138,349 54.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１ 104,470 74,048  111,797 

２ 無形固定資産  7,488 38,917  41,386 

３ 投資その他 

  の資産 
 

   

 (1)投資有価証券  ― 665,060  669,065 

 (2)長期貸付金   ― 882,875  948,680 

 (3)その他  56,273 15,857  14,547 

   貸倒引当金  △2,700 △2,700  △2,700 

  投資その他の 

  資産合計 
 

53,573 1,561,094  1,629,593 

固定資産合計   165,531 3.8 1,674,060 45.4  1,782,777 45.5

資産合計   4,390,108 100.0 3,687,736 100.0  3,921,127 100.0
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前第１四半期会計期間末

(平成17年６月30日現在)

当第１四半期会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  108,410 45,812  33,232 

２ 未払法人税等  76,052 58,036  160,190 

３ 前受金  808,711 373,973  529,648 

４ 賞与引当金  4,832 2,521  10,527 

５ その他  77,719 60,696  81,311 

流動負債合計   1,075,726 24.5 541,039 14.7  814,910 20.8

Ⅱ 固定負債     

１ 役員退職慰労 

  引当金 
 

3,849 906  687 

固定負債合計   3,849 0.1 906 0.0  687 0.0

負債合計   1,079,575 24.6 541,945 14.7  815,597 20.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   1,341,500 30.5 ― ―  1,349,000 34.4

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  1,167,300 ―  1,174,800 

   資本剰余金合計   1,167,300 26.6 ― ―  1,174,800 30.0

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  2,500 ―  2,500 

２ 任意積立金  200,000 ―  200,000 

３ 第１四半期 

  （当期）未処分

  利益 
 

599,314 ―  850,025 

利益剰余金合計   801,814 18.3 ― ―  1,052,525 26.8

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
 

 △82 △0.0 ― ―  201 0.0

Ⅴ 自己株式   ― ― ― ―  △470,997 △12.0

資本合計   3,310,532 75.4 ― ―  3,105,529 79.2

負債及び資本 

合計 
 

 4,390,108 100.0 ― ―  3,921,127 100.0
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前第１四半期会計期間末

(平成17年６月30日現在)

当第１四半期会計期間末 

(平成18年６月30日現在) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％)

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

 １ 資本金  ― ― 1,349,000 36.6 ― ―

 ２ 資本剰余金     

  (1)資本準備金  ― 1,174,800  ― 

   資本剰余金合計   ― ― 1,174,800 31.9  ― ―

 ３ 利益剰余金     

  (1)利益準備金  ― 2,500  ― 

  (2)その他利益剰 

    余金 
 

   

    任意積立金  ― 200,000  ― 

    繰越利益剰余

    金 
 

― 896,742  ― 

   利益剰余金合計   ― ― 1,099,242 29.8  ― ―

 ４ 自己株式  ― ― △475,070 △12.9 ― ―

  株主資本合計   ― ― 3,147,972 85.4  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等     

 １ その他有価証券

   評価差額金 
 

 ― △2,181   ―

  評価・換算差額等

  合計 
 

 ― ― △2,181 △0.1  ― ―

 純資産合計   ― ― 3,145,790 85.3  ― ―

 負債及び純資産合計   ― ― 3,687,736 100.0  ― ―
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（2）四半期損益計算書 

  

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日)

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高   1,401,123 100.0 1,097,357 100.0  5,044,892 100.0

Ⅱ 売上原価   1,000,197 71.4 747,239 68.1  3,598,460 71.3

   売上総利益   400,925 28.6 350,118 31.9  1,446,431 28.7

Ⅲ 販売費及び 

  一般管理費 
 

 214,836 15.3 171,628 15.6  773,118 15.3

   営業利益   186,089 13.3 178,489 16.3  673,313 13.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  12,592 0.9 23,653 2.1  65,881 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  7,572 0.6 18,652 1.7  33,354 0.7

   経常利益   191,109 13.6 183,489 16.7  705,840 14.0

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 2,887 0.3  3,273 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ― 10,143 0.9  53,674 1.1

   税引前第１四半

   期(当期)純利益
 

 191,109 13.6 176,233 16.1  655,439 13.0

   法人税、住民税

   及び事業税 
 
73,699 56,284  274,857 

   法人税等調整額  4,737 78,436 5.6 15,988 72,272 6.6 △10,624 264,233 5.2

   第１四半期 

   (当期)純利益 
 

 112,672 8.0 103,960 9.5  391,206 7.8

   前期繰越利益   486,641   486,641

   中間配当額   ―   27,822

   第１四半期(当

   期)未処分利益
 

 599,314   850,025
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（3）四半期株主資本等変動計算書 
当第１四半期会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 資本準備

金 

資本剰余

金合計 

利益

準備

金 

任意積

立金 

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

自己株式
株主資本

合計 

前事業年度末残高（千円） 1,349,000 1,174,800 1,174,800 2,500 200,000 850,025 1,052,525 △470,997 3,105,327

当第１四半期会計期間変動額

（千円） 
   

剰余金の配当（千円）  △41,025 △41,025 △41,025

役員賞与（千円）  △4,000 △4,000 △4,000

当第１四半期純利益（千円）  103,960 103,960 103,960

自己株式の処分（千円）  △12,218 △12,218 14,718 2,500

自己株式の買受け（千円）    △18,791 △18,791

株主資本以外の項目の当第１四

半期会計期間変動額（純額）（千

円） 

   

当第１四半期会計期間変動額合

計（千円） 
 46,717 46,717 △4,072 42,644

当第１四半期会計期間末残高

（千円） 
1,349,000 1,174,800 1,174,800 2,500 200,000 896,742 1,099,242 △475,070 3,147,972

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

純資産合計 

前事業年度末残高（千円） 201 201 3,105,529

当第１四半期会計期間変動額

（千円） 
 

剰余金の配当（千円）  △41,025

役員賞与（千円）  △4,000

当第１四半期純利益（千円）  103,960

自己株式の処分（千円）  2,500

自己株式の買受け（千円）  △18,791

株主資本以外の項目の当第１四

半期会計期間変動額（純額）（千

円） 

△2,383 △2,383 △2,383

当第１四半期会計期間変動額合

計（千円） 
△2,383 △2,383 40,261

当第１四半期会計期間末残高

（千円） 
△2,181 △2,181 3,145,790
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（4）四半期キャッシュ・フロー計算書 

  
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前第1四半期純利益 191,109 

減価償却費 4,365 

貸倒引当金の減少額 ― 

賞与引当金の減少額 △4,249 

受取利息及び受取配当金 △612 

為替差損益 2,228 

役員退職慰労引当金の増加額 274 

売上債権の増加額 8,417 

たな卸資産の増加額 △143,113 

その他流動資産の増加額 △142,487 

仕入債務の増加額 6,641 

未収消費税等の増加額 △2,465 

その他流動負債の増加額 109,167 

役員賞与の支払額 △1,015 

その他 5,260 

小計 33,522 

利息及び配当金の受取額 382 

法人税等の支払額 △135,564 

営業活動によるキャッシュ・フロー △101,660 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △2,850 

無形固定資産の取得による支出 △105 

投資有価証券の取得による支出 ― 

貸付けによる支出 ― 

貸付金の回収による収入 120 

その他 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,836 

Ⅲ 財務活動によるキャシュ・フロー  

株式の発行による収入 ― 

配当金の支払額 △32,907 

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,907 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,228 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △139,632 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,310,369 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第1四半期末残高 3,170,736 
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（4）注記事項等 
四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    時価のあるもの 

      第１四半期末日の

市場価格等に基づ

く時価法 

      (評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定) 

 

 

 

 

  時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

なお、投資事業有限

責任組合及びそれに

類する組合への出資

（証券取引法第２条

第２項により有価証

券とみなされるもの）

については、組合契約

に規定される決算報

告日に応じて入手可

能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方

法によっております。

 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    時価のあるもの 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    時価のないもの 

    移動平均法による 

原価法 

  同左 

 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    時価のあるもの 

      決算末日の市場価

格等に基づく時価

法 

      (評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定) 

 

 

 

    時価のないもの 

    移動平均法による原

価法 

    同左 

 (2) たな卸資産 

① 商品 

    個別法による原価法 

② 貯蔵品 

    最終仕入原価法によ

る原価法 

 

(２) たな卸資産 

①商品 

    同左 

② 貯蔵品 

    同左 

(２) たな卸資産 

①商品 

    同左 

② 貯蔵品 

    同左 
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項目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 

    定率法 

    なお、耐用年数及び残

存価格については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

    ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用して

おります。 

 

(1) 有形固定資産 

  同左 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

    なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

  ただし、ソフトウエア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)による定額

法を採用しております。

 

(2) 無形固定資産 

    同左 

(2) 無形固定資産 

    同左 

３ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

  外貨建金銭債権債務は、

第１四半期末日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理しております。 

 

    同左   外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理して

おります。 

 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 
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項目 
前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 
 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給

する賞与に充てるため、

支給見込額のうち当第

１四半期負担額を計上

しております。 

 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給

する賞与に充てるため、

支給見込額を計上して

おります。 

 

 (3) 役員退職慰労引当金 

  取締役及び監査役に

対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく

第１四半期末要支給額

を計上しております。 

 

(3) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  取締役及び監査役に対

する退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上して

おります。 

 

５ リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

を採用しております。 

 

    同左 

 

    同左 

６ 四半期キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資

からなっております。 

 

―――――――――― 

 

    同左 

７ その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項 

 

   

  消費税及び地方消費

税の会計処理 

 

税抜方式によっておりま

す。 

    同左     同左 
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会計処理の変更 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（｢固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書｣（企業会計審議会平

成14年8月9日））及び｢固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針｣（企業

会計基準適用指針第6号平成15年10

月31日）が平成17年4月1日以後に適

用されることになったことに伴い、

当第１四半期会計期間から同会計基

準及び同適用指針を適用しておりま

す。なお、これによる損益に与える

影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当第1四半期会計期間より｢貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準｣（企業会計基準委員会平成17年

12月９日企業会計基準第５号）及び

｢貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準の適用指針｣（企業会計

基準委員会平成17年12月９日企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

なお、従来の｢資本の部｣の合計に相当

する金額は、3,145,790千円でありま

す。 

また、中間財務諸表等規則の改正によ

り当第1四半期会計期間における四半

期貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則によ

り作成しております。 

 
 

従来、商品評価損は、営業外費用に

計上しておりましたが、恒常的に発

生する傾向にあり、原価性を有する

ものであると認められたため、当第1

四半期会計期間より当該費用を売上

原価に計上する方法に変更しまし

た。 

この変更により、従来の方法に比べ

売上原価は4,455千円増加し、売上総

利益及び営業利益は同額減少してお

ります。なお、経常利益及び税引前

第1四半期純利益に対する影響はあ

りません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（｢固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書｣（企業会計審議会平

成14年8月9日））及び｢固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針｣（企業会

計基準適用指針第6号平成15年10月31

日）が平成17年4月1日以後に適用され

ることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。なお、これによる

損益に与える影響はありません。 

 

表示の変更 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――― （四半期貸借対照表） 

前第1四半期会計期間末において｢そ

の他｣に含めて表示しておりました

「長期貸付金」は資産の合計の100分

の５以上となったため、当第1四半期

より独立科目で掲記しております。な

お、前第1四半期会計期間末において

｢その他｣に含めて表示しておりまし

た「長期貸付金」は5,571千円であり

ます。 

―――――――――― 
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注記事項 

  (四半期貸借対照表関係) 

前第１四半期会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前事業年度末 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の 

   減価償却累計額 49,707千円 

※１ 有形固定資産の 

   減価償却累計額 56,446千円

※１ 有形固定資産の 

   減価償却累計額 56,351千円

※２ 消費税等の表示方法 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、未収消費税等として表示

しております。 

 

※２ 消費税等の表示方法 
  同左 

―――――――――― 

 

  (四半期損益計算書関係) 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

※１営業外収益の主要項目 

受取利息 612千円 

前受金整理収入 6,132千円  

※１営業外収益の主要項目 

受取利息 10,490千円

前受金整理収入 8,153千円 

※１営業外収益の主要項目 

受取利息 11,593千円

前受金整理収入 29,305千円

為替差益 11,188千円 
   

※２営業外費用の主要項目 

商品評価損 4,640千円  

※２営業外費用の主要項目 

為替差損 17,463千円 

※２営業外費用の主要項目 

車両盗難損失 4,123千円

商品評価損 19,596千円 

―――――――――― ※３特別利益の主な内訳 

固定資産売却益 2,824千円 

※３特別利益の主な内訳 

役員退職慰労引

当金戻入額 3,273千円 

―――――――――― ※４特別損失の主な内訳 

固定資産売却損 4,560千円

貸倒引当金繰入額 5,540千円 

※４特別損失の主な内訳 

契約違約金 50,666千円 

   

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,719千円 

無形固定資産 645千円 
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,207千円

無形固定資産 2,468千円 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 17,043千円

無形固定資産 3,295千円 

 
（四半期株主資本等変動計算書関係） 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

  １自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前事業年度末

発行済株式数

(株) 

当第１四半期

会計期間増加

数(株) 

当第１四半期

会計期間減少

数(株) 

当第１四半期

会計期間末株

式数(株) 

摘要 

自己株式    

普通株式 8,000 594 250 8,344 (注) 

合計 8,000 594 250 8,344  

 （注） 変動事由の概要 

増加数 当社による自己株式の買受け 594株

減少数 新株予約権の行使に係る自己株式の処分 250株
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日) 

  現金及び現金同等物の第１四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 3,170,736千円

現金及び現金同等物 3,170,736千円
 

 

（リース取引関係） 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 
 リース取引は重要性が乏しいた

め、中間財務諸表等規則第５条の

３の規定により記載を省略してお

ります。 

 

    同左  リース取引は重要性が乏しいた

め、財務諸表等規則第８条の６第６

項の規定により記載を省略しており

ます。 

 

（有価証券関係） 

前第１四半期会計期間 (自  平成17年４月１日  至  平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

（千円） 

四半期貸借対照表日にお

ける四半期貸借対照表計

上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1)株式 270 522 252 

(2)債券    

  社債 50,615 50,225 △390 

合計 50,885 50,747 △138 

 

２ 時価評価されていない有価証券 

種類 
四半期貸借対照表日における 
四半期貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 38,500

合計 38,500

 

当第１四半期会計期間 (自  平成18年４月１日  至  平成18年６月30日) 

四半期連結財務諸表における注記事項として記載しているため、記載を省略しております。

なお、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度 (自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日) 

 連結財務諸表における注記事項として記載しているため、記載を省略しております。なお、

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（デリバティブ取引関係） 

 前第１四半期会計期間 (自  平成17年４月１日  至  平成17年６月30日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当第１四半期会計期間 (自  平成18年４月１日  至  平成18年６月30日) 

第１四半期に係る｢デリバティブ取引関係｣に関する注記については、連結財務諸表における注記

事項として記載しております。  

  

 前事業年度 (自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日) 

前事業年度に係る｢デリバティブ取引関係｣に関する注記については、連結財務諸表における注記

事項として記載しております。 

 

 

（持分法損益等） 

 前第１四半期会計期間 (自  平成17年４月１日  至  平成17年６月30日) 

当社は関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間 (自  平成18年４月１日  至  平成18年６月30日) 

連結財務諸表を作成しているため、当該事項はありません。 

  

 前事業年度 (自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日) 

連結財務諸表を作成しているため、当該事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 11,823円33銭 11,516円46銭 14,322円22銭

１株当たり第１四半期

(当期)純利益 
402円40銭 379円82銭 1,394円02銭

潜在株式調整後 

１株当たり第１四半期

(当期)純利益 

399円64銭 379円72銭 1,387円15銭

 

平成17年５月20日付で当社

株式1株につき５株の割合を

持って株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなりま

す。 

前第1四半期 

会計期間 
前事業年度

１株当たり

純資産額 

１株当 たり

純資産額 

3,925円08銭 11,561円29銭

１株当たり

第1四半期純

利益 

１株当 たり

当期純利益 

319円47銭 1,307円07銭

潜在株式調

整後１株当

たり第１四

半期純利益 

潜在株 式調

整後１ 株当

たり当 期純

利益 

潜在株式調

整後１株当

たり第１四

半期純利益

については、

新株予約権

の残高があ

りますが、当

社株式は非

上場・非登録

であり、期中

平均株価が

把握できな

いため、記載

しておりま

せん。 

1,297円25銭

 

 平成17年５月20日付で当社

株式1株につき５株の割合を

持って株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなりま

す。 

１株当たり

純資産 
11,561円29銭

１株当たり

当期純利益 
1,307円07銭

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益 

1,297円25銭
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（注） １株当たり四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の第１四

半期(当期)純利益 

（千円） 

112,672 103,960 391,206

普通株式に係る第１四

半期(当期)純利益 

（千円） 

112,672 103,960 387,206

普通株式に帰属しない

金額の主要な内訳 

（千円） 

 

利益処分による役員賞

与金 
― ― 4,000

普通株式に帰属しない

金額（千円） 
― ― 4,000

普通株式の期中平均株

式数（株） 
280,000 273,708 277,761

潜在株式調整後１株当

たり第１四半期（当期）

純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の

主要な内訳（株） 

 

 新株予約権 1,939 77 1,376

普通株式増加数（株） 1,939 77 1,376

希薄化効果を有しない

ため、潜在株式調整後１

株当たり第１四半期(当

期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の

概要 

― 
新株予約権２種類（新株予約

権の数5,000個） 

新株予約権２種類（新株予約

権の数5,000個） 

 

（その他） 

  該当事項はありません。 

 

6 ．販売地域別売上高 

前第１四半期会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日) 

当第１四半期会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 販売先 

台数（台）
売上高 

(千円) 

金額構成比

(％) 

台数

（台）

売上高 

(千円) 

金額構成比

(％) 
台数（台） 

売上高 

(千円) 

金額構成比

(％) 

アフリカ 1,663 821,955 58.7 1,381 734,525 66.9 5,326 2,737,622 54.3

中南米 691 260,535 18.6 368 196,540 17.9 2,537 1,117,478 22.1

オセアニア 423 208,976 14.9 208 140,502 12.8 1,359 808,379 16.0

アジア 42 20,058 1.4 12 6,088 0.6 111 61,039 1.2

ヨーロッパ 250 72,695 5.2 30 13,134 1.2 818 250,340 5.0

輸出高計 3,069 1,384,221 98.8 1,999 1,090,791 99.4 10,151 4,974,860 98.6

国内 41 16,901 1.2 47 6,565 0.6 241 70,031 1.4

合計 3,110 1,401,123 100.0 2,046 1,097,357 100.0 10,392 5,044,892 100.0 
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